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 日本企業の R&D 活動グローバル化を対象とした研究成果の発表は、欧米多国籍企業を対象にした研
究よりも、相当遅れて出現するようになった。これは、日本企業における R&D 活動の海外展開が、欧
米多国籍企業と比較して遅れていたことに起因するものである。欧米多国籍企業を対象とした R&D 活
動のグローバル化研究は 1970 年代から発表されている（例えば、Cordell, 1973; Ronstadt, 1977; 
Terpstra, 1977; Mansfield et al., 1979など）。他方、日本企業の R&D活動グローバル化研究は広田
(1986)や林(1989)が本格的な研究例と言えるだろう。つまり、欧米多国籍企業を対象とした R&D 活動










 最初に本研究では、欧米多国籍企業を対象とした研究例に倣い、日本企業がなぜ R&D 活動を国際化
するのか、という点について明らかにした。日本企業の R&D 活動が本格的な海外展開を始めた 1980
? 240 ?




















は 2000年代に入り英語論文発表件数が低下傾向にあり、海外 R&D活動の機能や海外の R&D活動ネッ
トワークの方向性に変化が生じている事が示唆された。 
 以上が、日本企業による海外 R&D活動の発展・展開期における分析結果である。1980年代後半に本
格化した日本企業の海外 R&D 活動であるが、本格化して概ね 10 年を経過した 1990 年代終わりから
2000年代初頭に掛けて、転換期を迎えることとなる。1990年代を通じた日本経済の長期的低迷は、企









成果輩出の要因は海外 R&D 活動の性格や目的によって異なり、必要とされる R&D マネジメントも異
なる可能性が示唆された。 













も、初期の日本企業海外 R&D 拠点を代表する基礎研究拠点であったが、Princeton 研究所はより実用















外 R&D 活動は、中国をはじめとする新興国への進出が顕著となった。同時に、海外 R&D 活動に対す
る事業への貢献が、一層大きな期待となって課せられるようになった。 
 このような現実的な要請に、海外 R&D 活動はどのように対処すべきなのか。こうした疑問に答える
べく、本研究では海外 R&D 活動の実施要因と発展過程を踏まえた上で、海外 R&D 活動における研究
成果の輩出促進要因と、海外 R&D 活動の目的・機能に応じたマネジメント要件の分析を行ったのであ
る。本研究の結果に基づいて回答を述べるならば、以下のように指摘できる。日本側への R&D 成果還
流を目的とするのであれば、現地 R&D活動の自律性を確保する必要性は低い。また、研究(R)型の活動
を強く志向するのであれば、現地活動の自律性は確保されるべきである。同時に、現地市場向けの製品
開発志向が強い活動(D型)でも、ある程度の現地自律性が必要な場合もある。加えて、研究(R)型の活動
を志向する場合は、現地研究コミュニティへの浸透が必要と言えるが、開発(D 型)の活動を志向する場
合、現地研究コミュニティへの浸透は必ずしも必要ではない。つまり海外 R&D 活動の目的・機能によ
って、必要なマネジメント要件は異なっている。従って、一律的な現地化や一律的な技術能力の形成を
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推進する事は、海外 R&D活動を実施する上で慎むべきである。 
本研究は日本企業におけるグローバル R&D 活動について、時系列的な分析を踏まえた上で、海外
R&D 活動の目的・機能に応じたマネジメント要件を、定量的・定性的な分析を通じて明らかにした。
同時に、日本企業の R&D活動グローバル化の過程を、改めて明確にする事ができた。本研究の結果は、
学術的にも実践的にも貴重な知見を提供するものである。 
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